第4章　支給関係（日割計算）


· 給与の日割計算算式表
次の場合には、日割計算によって支給するものとする。

	分類
	日割の生ずる場合
	日割計算算式
	備考

	給料月額
	月の中途において職員が採用された場合
	(1)
給料月額×（発令日以後の現日数）－（発令日以後の週休日の日数）
（その月の現日数）－（その月の週休日の日数）　　　　　
=支給額
	

	
	月の中途において給料月額に異動を生じた場合
	(2)
{変更前の給料月額×（変更前の現日数）－（変更前の週休日の日数）}

（その月の現日数）－(その月の週休日の日数）　

＋{変更後の給料月額×（変更後の現日数）－（変更後の週休日の日数）}

（その月の現日数）－(その月の週休日の日数）　　

=　支給額
	

	
	月の中途において職員が退職した場合
	(3)
給料月額×（発令日までの現日数）－（発令日までの週休日の日数）　　＝支給額
（その月の現日数）－（その月の週休日の日数）
	死亡したときは、その月分の全額を支給すること。

	
	月の中途において休職（公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病によるものを除く。以下同
じ。）にされ、専従休職の許可を受け、派遣され、停職にされ、育児休業をし、大学院修学休業をし、自己啓発等休業をし、又は配偶者同行休業をしている場合又はこれらの事由が終了した場合
	休職
	(4)
｛発令日前の給料月額

×（発令日の前日までの現日数）－（発令日の前日までの週休日の日数）　　　　　　　　　}
（その月の現日数）－（その月の週休日の日数）　　　

＋｛発令日以後の給料月額

　×（発令日以後の現日数）－（発令日以後の週休日の日数）}

　　　　（その月の現日数）－（その月の週休日の日数）

　=支給額
	

	
	
	
	
	

	
	
	専従許可

停職

派遣

育児休業

大学院修学休業

自己啓発等休業
配偶者同行休業
	(5)

給料月額

×（発令日の前日までの現日数）－(発令日の前日までの週休日の日数)

（その月の現日数）－（その月の週休日の日数）

＝支給額
	事由が終了し復職等した場合は「発令日の前日まで」とあるのは「発令日以後」と読替えること。

	給料の調整額
	月の中途において、支給対象職員となり又は支給対象職員でなくなった場合
	給料月額の日割計算算式(1)又は(5)の計算の例による。この場合「給料月額」とあるのは「給料月額＋給料の調整額」と読替えること。
	

	
	月の中途において、給料の調整額の調整数が変更になった場合
	給料月額の日割計算算式(2)の計算の例による。この場合「変更前の給料月額」、「変更後の給料月額」とあるのは「変更前の給料月額＋変更前の給料の調整額」、「変更後の給料月額＋変更後の給料の調整額」とそれぞれ読替えること。
	

	教職調整額
地域手当
	月の中途において、支給対象職員となり又は支給対象職員でなくなった場合
	給料月額の日割計算算式(1)又は(5)の計算の例による。この場合「給料月額」とあるのは「教職調整額」又は「地域手当」と読替えること。
	

	給料の特別調整額

管理職手当
	月の中途において、支給対象職員となり又は支給対象職員でなくなった場合
	給料月額の日割計算算式(1)又は(5)の計算の例による。この場合「給料月額」とあるのは「給料の特別調整額」又は「管理職手当」と読替えること。
	月の1日から末日までの期間の全日数にわたって勤務しなかった場合(公務上の負傷若しくは疾病又通勤による負傷若しくは疾病による場合を除く。)は、支給されないこと。

	
	月の中途において、区分を異にする指定管理職に任用された場合
	給料月額の日割計算算式(2)の計算の例による。この場合「変更前の給料月額」、「変更後の給料月額」とあるのは「区分を異にする前の給料の特別調整額」、「区分を異にした後の給料の特別調整額」とそれぞれ読替えること。
	

	扶養手当
住居手当

寒冷地手当
	月の中途において、休職にされ、専従休職の許可を受け、派遣され、停職にされ、育児休業をし、大学院修学休業をし、自己啓発等休業をし、又は配偶者同行休業をしている場合又はこれらの事由が終了した場合
	給料月額の日割計算算式(1)、(4)又は(5)の計算の例による。この場合「給料月額」とあるのは「扶養手当の月額」又は「住居手当の月額」と読替えること。
	

	単身赴任手当
	月の中途において、休職にされ、専従休職の許可を受け、派遣され、停職にされ、育児休業をし、大学院修学休業をし、自己啓発等休業をし、又は配偶者同行休業をしている場合又はこれらの事由が終了した場合
	給料月額の日割計算算式(1)又は(5)の計算の例による。この場合「給料月額」とあるのは「単身赴任手当の月額」と読替えること。
	

	特地勤務手当

へき地手当
	月の中途において、支給対象職員となり又は支給対象職員でなくなった場合
	給料月額の日割計算算式(1)又は(5)の計算の例による。この場合「給料月額」とあるのは「特地勤務手当の月額」又は「へき地手当の月額」と読替えること。
	

	
	月の中途において、支給率を異にする級地に勤務することとなった場合
	給料月額の日割計算算式(2)の計算の例による。この場合「変更前の給料月額」、「変更後の給料月額」とあるのは「支給率を異にする前の特地勤務手当の月額又はへき地手当の月額」、「支給率を異にした後の特地勤務手当の月額又はへき地手当の月額」とそれぞれ読替えること。
	

	特地勤務手当に準ずる手当

へき地手当に準ずる手当
	月の中途において、休職にされ、専従休職の許可を受け、派遣され、停職にされ、育児休業をし、
大学院修学休業をし、自己啓発等休業をし、又は配偶者同行休業をしている場合又はこれらの事由が終了した場合
	給料月額の日割計算算式(1)又は(5)の計算の例による。この場合「給料月額」とあるのは「特地勤務手当に準ずる場所」又は「へき地手当に準ずる手当」と読替えること。
	

	
	
	
	

	定時制通信

教育手当

産業教育手当
	月の中途において、支給対象職員となり又は支給対象職員でなくなった場合
	手当の月額×（支給を受けることが出来る職員として勤務した日数）
（その月の現日数）－（その月の週休日の日数）　　　

=支給額
	月の1日から末日までの間において引き続き16日以上次の各号の一に該当する場合は、その月の手当は支給されないこと。

1 出張した場合(生徒の実習指導のために出張した場合を除く。)

2 研修を受けた場合

3 勤務しなかった場合(公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病による場合を除く。)

	
	月の中途で区分を異にする職員となった場合
	｛区分変更前の手当の月額
	

	
	
	×　　　（変更前の勤務した日数）　　　　　　 　　　　　　　　｝
（その月の現日数）－（その月の週休日の日数）　　

＋｛区分変更後の手当の月額

×　　　（変更後の勤務した日数）　　　　　　　　　　　　　　}
（その月の現日数）－（その月の週休日の日数）　　

=支給額
	

	義務教育等教員特別手当
	月の中途において、支給対象職員となり又は支給対象職員でなくなった場合

月の中途において、休職にされ、専従休職の許可を受け、派遣され、停職にされ、育児休業をし、大学院修学休業をし、自己啓発等休業をし、又は配偶者同行休業をしている場合又はこれらの事由が終了した場合
	給料の日割計算算式（1）又は（5）の計算の例による。この場合「給料月額」とあるのは「義務教育等教員特別手当」と読替えること。
	


（注）１　「週休日」とは、職員の勤務時間、休暇等に関する条例第3条第1項の規定により勤務時間を割り振らない日をいう。
２　「祝日法による休日等」及び「年末年始の休日等」は、勤務時間が割り振られた日ではあるが、特に勤務することを命ぜられる者を除き正規の勤務時間においても勤務することを要しない日であり、「週休日」は含まれない。

３　支給額に1円未満の端数が生じたときは、「国等の債権債務等の金額の端数計算に関する法律」の規定により、その端数金額を切り捨てる。

○通知

　○退職した職員の給与の支給について

（昭和49年3月18日　49教総　教育長）

１　月の初日に退職した場合の給与の支給

(1) 日割計算により支給する給与

退職の日の次の給与は日割計算により支給すること。ただし、その日が週休日である場合は支給されないこと。

ア　給料(給料の調整額を含む。以下同じ。)

イ　給料の特別調整額(管理職手当)、へき地(特地勤務)手当、教職調整額、地域手当、定時制通信教育手当、産業教育手当、義務教育等教員特別手当

ウ　月額の特殊勤務手当

(2) 支給されない給与

次の給与は、退職の日が月の初日であるため、その日の属する月の前月をもって支給が終わるので退職の月分は支給されないこと。
初任給調整手当、扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、へき地(特地勤務)手当に準ずる手当

(3) その他の給与

(1)及び(2)に掲げる給与以外の給与についてはそれぞれの給与の支給要件に該当する場合のみ支給されること。

２　月の中途に退職した場合の給与の支給

(1) １の(1)の給与は、退職の日までの分を日割計算により支給すること。

(2) １の(2)の各給与は、退職の月分全額を支給すること。

(3) その他の給与は、１の(3)の例によること。

３　月の末日に退職した場合の給与の支給

通常の方法により給与を支給すること。なお。退職の月の給与月額に異動があった場合(復職等)には、1の(1)の給与は日割計算をすることとなるので留意すること。

４　日割計算の留意事項

(1) 給料

退職の日に昇給をしたことにより、給料月額及び給料の調整額が異動したときは、退職の日1日分の給料は、異動後のそれぞれの額をもとに他の日の分と別個に（月の初日退職を除く。）日割計算をすること。

(2) 給料以外の給与

ア　１の(1)のイの給与は、それぞれ給料の日割計算の例により算出された額とすること。

イ　１の(1)のウの給与は、１カ月分の額をもとに日割計算すること。なお、月の初日に退職した場合は初日分を日割計算により算出すること。

５　支給手続き

退職者の給与の日割計算等の計算は、各所属所からの報告に基づいて次の課（所）が行うことになるので、所属所においては、連絡を充分に行うこと。

職員課　　　県職員の給与(県立学校職員の当月払いの給与を除く。)
県立学校職員の当月払いの給与

教育事務所　市町村立学校職員の給与

６　公立学校共済組合の掛金及び負担金

(1) 月の中途で資格取得した場合

掛金及び負担金の算出基礎給与は当該月の採用時の給与とすること。

(2) 月末日で退職する場合

掛金及び負担金の算出基礎給与は、当該月の初日における給与(退職時の特別昇給等は含まない。)とする。

(3) 月の中途で退職する場合

当該月の掛金及び負担金は徴収しない。

７　互助会の掛金

(1) 掛金の算出基礎給与は6の(1)又は(2)による額によること。

(2) 月の中途で退職する場合は6の(3)の例によること。

4-02-4

